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将来のまちづくり
Q市長は目指す都市像として「成長と成
熟の調和による持続可能な最幸のまち」を
掲げているが、人口が増え、税収も伸び
ているにもかかわらず、減債基金からの
借り入れや大幅な市債発行増を行うこと
は将来へ財政負担を回すことになり、持
続可能なまちづくりとは言えない。長期
にわたるかじ取りをどう描いているのか。
A中長期的な視点を持ちつつ、「安心の
ふるさとづくり」と「力強い産業都市づく
り」をバランスよく推進するとともに、行
財政改革を進め、持続可能な行財政基盤
を構築していく。

今後の財政運営の基本的な考え方
Q継続的な収支の均衡の目標年次を31年
度としているが、市長任期における目標
達成が困難とされる財政的な理由は。
A歳入では、市税などは増加見込みだが、
軽減税率の導入による地方消費税交付金
の減少などにより厳しい状況である。歳
出も、少子高齢化の進展などによる社会
保障関連経費の増加や、小学校の新設、
スポーツ・文化総合センターの整備とい
った大規模施設などの財政需要がさらに
増加する見込みである。30年度までは収
支不足が見込まれ、厳しい状況だが、可
能な限り収支不足額の圧縮に努めていく。

行財政改革
Q普通ごみ回収の民営化も挙げられてい
るが、いつ判断するのか。また民営化と

ともに普通ごみの有料化も取りざたされ
ているが、どう検討しているのか。
A今後、市内事業者の育成手法や民間活
力の導入の規模、時期などの検討を行い、
普通ごみ収集業務のあり方を示していき
たい。また市民の協力により、着実にご
みの減量化・資源化が図られており、今
後も分別排出の徹底など３Ｒ（★１）の取
り組みを推進することにしているが、引
き続き有料化による効果なども調査研究
していきたい。

耐震化に向けた助成制度の見直し
Q木造建築物、耐震診断を義務化した通
行障害建築物、その他の建築物の助成制
度の見直しなど支援策の充実を図るとし
ているが、その内容は。
A木造戸建住宅の一般世帯では、現行の
補助率を２分の１から３分の２に引き上
げるとともに、限度額も75万円から百万
円に引き上げていく。また耐震診断を義
務化した通行障害建築物でも、耐震診断
費用を原則全額助成し、その後の改修工
事などに対する補助率と限度額を引き上
げていく。その他の建築物では、これま
での実績などを踏まえて見直し、着実に
耐震化を推進していく。

都市農業
Q東京都は生産緑地の指定面積要件緩和
などを盛り込んだ都市農業特区を国に提
案している。都市部の農地は多面的機能
を有し、都市農業は地域経済を支える重
要産業である。市としても、県農業会議
への提言をはじめ、特区構想などの施策
展開も視野に入れるべきでは。
A東京都の提案内容は、国の都市農業振
興基本計画案に同様の項目が盛り込まれ
ている。今後、国の基本計画の決定以降、
都市農業の振興に向け、川崎らしい地方
計画の策定に努めていきたい。

地域包括ケアシステム
Q各区でも地域包括ケアシステムの話が
出るようになったが、いまだに担い手と
なり得る地域の団体の人たちが一様に心
配し、その内容をつかみ切れていない。
浸透度をどう捉えているのか。
A27年に実施した市民アンケートでは、
考え方の理解度は10.1％で、現在、市民
向けシンポジウムの開催、総合ポータル
サイトの開設、地域の団体などへの説明
を行っている。今後も、市民の理解がよ
り一層広まるよう努め、保健・医療・福
祉関連団体、町内会・自治会、民生委員
児童委員、社会福祉協議会、ＮＰＯ法人
やボランティア団体など担い手となる団
体にきめ細かく丁寧に対応していく。

妊産婦歯科健診
Q28年度の早い段階で制度を整備してい
くことが適当だが、見解は。
A妊娠期を含む歯科保健の取り組みは若
い世代の健康づくり、生活習慣改善の動
機付けとなる。横断的な取り組みが重要
であるため、市歯科医師会や関係団体の
意見を聞き、効果的な取り組み内容の検
討を進めていく。

ネーミングライツ（★２）
Q横断歩道橋などへのネーミングライツ
が28年３月から募集開始され、新たに安
定的な財源の確保が可能になるとともに、
スポンサーにはその広告が市民の目に触
れることで大きな宣伝効果が期待される。
横断歩道橋や連絡通路のほかに、公共施
設なども検討していくのか。
A27年４月、川崎富士見球技場に「富士
通スタジアム川崎」の愛称名で導入してお
り、現在、スポーツ・文化総合センター
でも募集している。その他の公共施設な
どは、「川崎版ＰＲＥ戦略推進委員会」で

示された「集客性が高く、導入の可能性
が高いスポーツ施設や文化施設を中心に
導入の検討を進める」という考え方に基づ
き、導入を検討していきたい。

富士通スタジアム川崎（川崎区）

子どもの貧困への対応
Q具体的な施策と予算は。
A子ども・若者支援推進事業、生活困窮
者自立支援事業、生活保護自立支援対策
事業、ひとり親家庭の生活支援事業、児
童養護施設等運営事業、就学援助・就学
事務、奨学金認定・支給事務を子どもの
貧困対策と世代を超えた連鎖の防止に向
けた取り組みの推進事業に位置付けてお
り、28年度予算案では合計で約91億円と
なっている。

有権者の投票環境整備
Q自分のエリアの投票所にとらわれずに
有権者なら誰でも投票できる共通投票所
の設置の実現に向けた積極的な対応は。
A現在、選挙当日に市町村の区域内のど
の投票区に属する選挙人も投票できる共
通投票所の設置を可能とする公職選挙法
の一部を改正する法律案が国会に提出さ
れている。新たなシステム開発などの課
題はあるが、近年の投票率の低下や高齢
社会の到来を見据え、共通投票所の設置
は投票環境を向上させる非常に有効な方
策と考えているため、国の動向を注視す
るとともに、他都市の状況も参考にし、
課題解決に取り組んでいきたい。

このほか、教科書謝礼問題、新たな保育
所の整備、市内経済の活性化、民生委員
児童委員あり方検討委員会報告書などに
ついて質問がありました。

行財政改革
Q今回の行財政改革計画案では、市民生
活に直結した、痛みを伴う事業の見直し
の項目が多く見受けられるが、市の機構
改革や出資法人の見直しなど、先にメス
を入れなければならないことがあるので
はないか。見解と対応は。
A市長就任以来、市役所内部の改革に切
れ目なく取り組んでいる。簡素で効率的・
効果的な組織整備や民間活力の積極的な
導入、自立的な経営に向けた出資法人の
経営改善などは継続して取り組んでいく。

小児医療費助成制度
Q29年度から小学校６年生までの拡充を
表明したが、これまで無料だった対象児
童への一部負担金導入は控えるべきでは。
A恒久的な財源の確保や受益と負担の適
正化、適正受診の観点から負担する対象
者の範囲や金額の設定などについて、市
民や議会の意見も踏まえつつ引き続き検
討を進めていく。

待機児童対策
Q保育の質の担保を求めてきたが、今後

の具体的な取り組みは。
A28年度の組織改正で新設する｢こども未
来局子育て推進部｣に｢各区保育総合支援
担当｣を設置し、民間保育所の園長や職
員向けの研修会の開催など統一的な基準
に基づく支援を進め、迅速な対応を図る。
具体的には、各専門職を増員することに
より、公立保育所が培った保育実践のノ
ウハウの伝承や栄養士による食育指導、
看護師による園児の健康管理に関する相
談支援などさまざまな研修会の開催や情
報提供などを行い、民間保育所との連携
や人材育成の強化を図っていく。

高齢者施設
Q職員を増員し、指導監査体制を強化す
るとの報告があったが、どのような点に
留意するのか。
A28年度に、担当課長を配置するほか、
現行の４班から６班体制とすることで実
地指導件数を増やし、寄せられる虐待情
報などへの迅速な対応を図っていく。ま
た、介護サービス事業者を一堂に集めて
実施する集団指導講習会の開催回数を２
回から３回に増やし、開催時期や場所な
ど参加しやすい環境を整え、虐待の具体
的な事例を含めた事例研究など、わかり
やすい研修を実施し理解を深め、効率的・
効果的な指導を行う予定である。

子どもの貧困対策
Q早期に推進計画を策定すべきだが、見
解と今後の取り組みは。

A市では｢子ども・若者育成支援推進法｣
に基づく計画として28年３月に｢子ども・
若者ビジョン｣の策定を予定しており、そ
の中で、推進施策として子どもの貧困へ
の対応を位置付け、子どもの貧困対策と
世代を超えた連鎖の防止に向けた取り組
みを推進することとしている。今後は、
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状況や達成状況などを勘案し
つつ、必要に応じて内容の見直しなども
含めた検証を行っていく。

障害者の夕方支援
Q通所施設での延長対応や障害児者日中
一時支援事業を拡充すべきでは。
A生活介護事業所による延長対応などの
法定サービスは本来、国制度に基づき適
切なサービス量が確保されるべきものと
考えており、ヘルパーなどの報酬改善と
あわせ、引き続き国への要望を行ってい
きたい。今後も、事業参入に向けた事業
者への働きかけを行い、利用者アンケー
トの調査結果を分析・精査しつつ、日中
一時預かりサービスを含め、市の施策の
あり方を検討していきたい。

国際戦略拠点
Q28年度予算案では、キングスカイフロ
ントでの高水準、高機能な拠点整備を推
進すると掲げているが、取り組みは。
A高水準、高機能な街並み形成のコンセ
プトを構築するとともに、それを実現す
る、例えば景観の向上に資する整備、海
外からの来訪者にも配慮した案内サイン

の整備、バスの利便性向上による交通ア
クセスの改善、地域の安全・安心対策な
どの基盤整備や機能導入を図っていく。

このほか、安全安心のまちづくり、マイ
ナンバー制度、交通政策、中学校給食、
東京オリンピック・パラリンピック、環
境政策などについて質問がありました。

民間保育所保育士確保対策
Q保育ニーズの多様化と保育の質の確保
を図る上で、保育士の確保は急務である。
事業内容と今後の取り組みは。
A潜在保育士の再就職や、近隣の保育士
養成施設の学生を対象にした人材確保の
取り組みとして、保育体験バスツアー、
実習形式のトライアル雇用や講義・実践
形式の｢潜在保育士等支援研修｣などを実
施している。28年3月には市の保育所に
関心がある県外の保育士養成施設の学生
18人に宿泊型の保育体験研修を実施する。
今後は、27年度の取組を検証し、対象者
の拡充を図るなど、効果的に実施してい
きたい。
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２月29日、３月１日の本会議では、市長から提出された議案や
市政の重要な事項について代表質問を行いました。
その主な質問と答弁の要旨は次のとおりです。
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